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Ⅰ 環境基準 

○大気の汚染に係る環境基準について(抜粋)
昭和 48.5.8 環境庁告示 25 

最終改正 平成 21.9.9 環境省告示 33 

環境基本法第 16 条第 1 項の規定による大気の汚染に係る環境上の条件につき人の健康を保護するうえ

で維持することが望ましい基準（以下「環境基準」という。）及びその達成期間は、別に定めるところに

よるほか、次のとおりとする。 

1 環境基準 

(1) 環境基準は、別表の物質の欄に掲げる物質ごとに、同表の環境上の条件の欄に掲げるとおりとする。 

(2) (1)の環境基準は、別表の物質の欄に掲げる物質ごとに、当該物質による大気の汚染の状況を的確

に把握することができると認められる場所において、同表の測定方法の欄に掲げる方法により測定

した場合における測定値によるものとする。 

(3) (1)の環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域または場所につ

いては、適用しない。 

2 達成期間 

(1) 一酸化炭素、浮遊粒子状物質または光化学オキシダントに係る環境基準は、維持されまたは早期

に達成されるよう努めるものとする。（昭和 48.5.8  環境庁告示 25）  

(2) 二酸化いおうに係る環境基準は、維持されまたは原則として 5 年以内において達成されるよう努

めるものとする。（昭和 48.5.8  環境庁告示 25）  

(3) 二酸化窒素に係る環境基準は、1 時間値の 1 日平均値が 0.06ppm を超える地域にあっては、1 時間

値の 1 日平均値 0.06ppm が達成されるよう努めるものとし、その達成期間は原則として 7 年以内と

する。 

また、1 時間値の 1 日平均値が 0.04ppm から 0.06ppm までのゾーン内にある地域にあっては、原

則として、このゾーン内において、現状程度の水準を維持し、又はこれを大きく上回ることとなら

ないよう努めるものとする。（昭和 53.7.11 環境庁告示 38）  

(4) ベンゼン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、及びジクロロメタンによる大気の汚染

に係る環境基準は、継続的に摂取される場合には人の健康を損なうおそれがある物質に係るもので

あることにかんがみ、将来にわたって人の健康に係る被害が未然に防止されるようにすることを旨

として、その維持又は早期達成に努めるものとする。（平成 13.4.20 環境省告示 30）  

(5) 微小粒子状物質による大気の汚染に係る環境基準は、維持され又は早期達成に努めるものとする。

（平成 21.9.9 環境省告示 33）  

3 評価について 

(1) 昭和 48 年 6 月 12 日付環大企第  143 号通達の要約 

環境基準にてらして二酸化硫黄、浮遊粒子状物質、一酸化炭素による大気汚染の状態を評価する

方法としては、短期的評価及び長期的評価が示されている。 

短期的評価とは、測定を行った時間又は日についての測定結果を環境基準として定められた 1 時

間値又は 1 時間値の 1 日平均値にてらして評価することをいう。 

なお、1 日平均値の評価に当たっては、1 時間値の欠測が 1 日（ 24 時間）のうち 4 時間をこえる場

合には、評価対象としないものとする。 

長期的評価とは、年間にわたる測定結果を長期的に観察するための評価方法であり、年間にわた

る 1 日平均値につき、測定値の高い方から 2％の範囲内にあるものを除外した 1 日平均値を環境基準

の 1 時間値の 1 日平均値にてらして評価することをいう。ただし、1 日平均値につき環境基準をこえ

る日が 2 日以上連続した場合には、このような取扱は行わないこととしている。 

(2) 昭和 53 年 7 月 17 日付環大企第  262 号通達の要約 

二酸 化窒素の 環境基準に よる大 気汚染の評 価に つ い ては ､測 定 局ごとに 行 うも のとし 年間 におけ

る二酸化窒素の 1 日平均値のうち ､低い方から 98%に相当するもの(以下「1 日平均値の年間 98%値」

という。）が 0.06ppm 以下の場合は環境基準が達成され ､1 日平均値の年間 98%値が 0.06ppm を超える

場合は環境基準が達成されていないものと評価する。ただし、1 日平均値の年間 98%値の算定に当た

っては、1 時間値の欠測が 4 時間を超える測定日の 1 日平均値は、用いないものとする。また、年間

における測定時間が 6,000 時間に満たない測定局については、環境基準による大気汚染の評価の対

象とはしない。 
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別 表

物質 環境上の条件 測定方法

二酸化いおう

1 時間値の 1 日平均値が 0.04ppm 以
下であり、かつ、 
1 時間値が 0.1ppm 以下であること。 

溶液導電率法又は紫外線蛍光法 

一酸化炭素

1 時間値の 1 日平均値が 
10ppm 以下であり、かつ、
1 時間値の 8 時間平均値が 20ppm 以
下であること。 

非分散型赤外分析計を用いる方法 

浮遊粒子状物質

1 時間値の 1 日平均値が 0.10mg/㎥
以下であり、かつ、1 時間値が
0.20mg/㎥以下であること。 

濾過 捕集 によ る重量 濃 度測 定方 法又 はこの
方法 によ って 測定さ れ た重 量濃 度と 直線的
な関係を有する量が得られる光散乱法、圧電
天びん法若しくはベータ線吸収法 

二酸化窒素

1 時間値の 1 日平均値が 0.04ppm か
ら 0.06ppm までのゾーン内又はそれ
以下であること。 

ザ ル ツ マ ン 試 薬 を 用 い る 吸 光 光 度 法 又 は オ
ゾンを用いる化学発光法 

光化学オキシダント 

1 時間値が 0.06ppm 以下であること。 中性 ヨウ 化カ リウム 溶液を 用い る吸 光光度
法若しくは電量法、紫外線吸収法又はエチレ
ンを用いる化学発光法

ベンゼン
1 年平均値が 0.003mg/m 3 以下である
こと。 

キ ャ ニ ス タ ー 若 し く は 捕 集 管 に よ り 採 取 し
た 試 料 を ガ ス ク ロ マ ト グ ラ フ 質 量 分 析 計 に
よ り 測 定 す る 方 法 又 は こ れ と 同 等 以 上 の 性
能を有すると認められる方法

トリクロロエチレン、
テトラクロロエチレン

1 年平均値が 0.2mg/m 3 以下であるこ
と。 

ジクロロメタン
1 年平均値が 0.15mg/m 3 以下である
こと。 

微小粒子状物質

1 年平均値が 15μ g/m 3 以下であり、
かつ、1 日平均値が 35μ g/m 3 以下で
あること。 

濾 過 捕 集 に よ る 質 量 濃 度 測 定 方 法 又 は こ の
方 法 に よ っ て 測 定 さ れ た 質 量 濃 度 と 等 価 な
値 が 得 ら れ る と 認 め ら れ る 自 動 測 定 機 に よ
る方法 

備考  1 浮遊粒子状物質とは、大気中に浮遊する粒子状物質であって、その粒径が 10μ m 以下のものをい

う。 

2  光化学オキシダントとは、オゾン、パーオキシアセチルナイトレートその他の光化学反応により

生成される酸化性物質（中性ヨウ化カリウム溶液からヨウ素を遊離するものに限り、二酸化窒素

を除く。）をいう。 

3  微小粒子状物質とは、大気中に浮遊する粒子状物質であって、粒径が 2.5μ m の粒子を 50%の割合

で分離できる分粒装置を用いて、より粒径の大きい粒子を除去した後に採取される粒子をいう。 
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○水質汚濁に係る環境基準について（抜粋）  昭和 46.12.28 環境庁告示 59 

最終改正 平成 28. 3.30 環境省告示 37 

1 人の健康の保護に関する環境基準 

項目 基準値 項目 基準値 

カドミウム 0.003  mg/L 以下 1,1,2-トリクロロエタン 0.006  mg/L 以下 

全シアン 検出されないこと。 トリクロロエチレン 0.01  mg/L 以下 

鉛 0.01  mg/L 以下 テトラクロロエチレン 0.01  mg/L 以下 

六価クロム 0.05  mg/L 以下 1,3-ジクロロプロペン 0.002  mg/L 以下 

砒素 0.01  mg/L 以下 チウラム 0.006  mg/L 以下 

総水銀 0.0005 mg/L 以下 シマジン 0.003  mg/L 以下 

アルキル水銀 検出されないこと。 チオベンカルブ 0.02  mg/L 以下 

ＰＣＢ 検出されないこと。 ベンゼン 0.01  mg/L 以下 

ジクロロメタン 0.02  mg/L 以下 セレン 0.01  mg/L 以下 

四塩化炭素 0.002 mg/L 以下 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10  mg/L 以下 

1,2-ジクロロエタン 0.004 mg/L 以下 ふっ素 0.8  mg/L 以下 

1,1-ジクロロエチレン 0.1  mg/L 以下 ほう素 1  mg/L 以下 

シス-1,2-ジクロロエチレン 0.04  mg/L 以下 1,4-ジオキサン 0.05  mg/L 以下 

1,1,1-トリクロロエタン 1  mg/L 以下 

対象水域 

全公共用水域 

達成期間 

直ちに達成し、維持するよう努める。 

備考 1 基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする。 

備考 2  「検出されないこと」とは、測定方法の欄（略）に掲げる方法により測定した場合において、そ

の結果が当該方法の定量限界を下回ることをいう。（以下 略） 

備考 3 海域については、ふっ素及びほう素の基準は適用しない。 

備考 4 （略） 
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２ 生活環境の保全に関する環境基準 

(1) 河  川（湖沼を除く。） 

（注） 1 自然環境保全：自然探勝等の環境保全 
（注） 2 水  道  1 級：ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの 
（注） 〃  2 級：沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの 
（注） 〃  3 級：前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの 
（注） 3 水  産  1 級：ヤマメ、イワナ等貧腐水性水域の水産生物用並びに水産 2 級及び水産 3 級  
（注） 〃  1 級：水産生物用 
（注） 〃  2 級：サケ科魚類及びアユ等貧腐水性水域の水産生物用及び水産 3 級の水産生物用 
（注） 〃  3 級：コイ、フナ等、β－中腐水性水域の水産生物用 
（注） 4 工業用水  1 級：沈殿等による通常の浄水操作を行うもの 
（注） 〃 2 級：薬品注入等による高度の浄水操作を行うもの 
（注） 〃 3 級：特殊の浄水操作を行うもの 
（注） 5 環 境 保 全  ：国民の日常生活（沿岸の遊歩等を含む。）において不快感を生じない限度 

項

目

類

型

利用目的 

の適応性 

基 準 値

該 当 水 域 

（ 市 関 係 分 ） 

水素イオ

ン濃度

生物化学

的酸素要

求量 

浮遊物質

量

溶存酸素

量

大腸菌群

数

（ pH）  （ BOD）  （ SS）  （ DO）  

AA 

水道 1 級、自

然 環 境 保 全
及び A 以下の
欄 に 掲 げ る

もの  

6.5 以上  

8.5 以下  

1 mg/L 

以下  

25 mg/L 

以下  

7.5mg/L 

以上  

50MPN/ 

100ml 以下  

―

A 

水道 2 級、水
産 1 級 、水浴
及 び Ｂ 以 下

の 欄 に 掲 げ
るもの  

6.5 以上  

8.5 以下  

2 mg/L 

以下  

25 mg/L 

以下  

7.5mg/L 

以上  

1,000MPN/ 

100mL 以下  

―

B 

水道 3 級、水
産 2 級及びＣ

以 下 の 欄 に
掲げるもの  

6.5 以上  

8.5 以下  

3 mg/L 

以下  

25 mg/L 

以下  

5 mg/L 

以上  

5,000MPN/ 

100mL 以下  

神 崎 川 （ 安 威 川 、 猪 名

川を除く神崎川 ）  

猪 名 川 下流 (1)(箕面 川

合 流 点 よ り 下 流 (藻 川

を含む )。ただし、藻 川

分 岐 点 か ら 藻 川 合 流 点

を除く 。）  

C 

水産 3 級、工

業用水 1 級及
び Ｄ 以 下 の
欄 に 掲 げ る

もの  

6.5 以上  

8.5 以下  

5 mg/L 

以下  

50 mg/L 

以下  

5 mg/L 

以上  ―

武 庫 川 下 流 （ 仁 川 合 流

点より下流）  

庄下川（本流全 域）  

昆陽川（本流全 域）  

D 

工 業 用 水 2

級、農業用水
及 び Ｅ の 欄
に 掲 げ る も

の  

6.0 以上  

8.5 以下  

8 mg/L 

以下  

100 mg/L 

以下  

2 mg/L 

以上  
―

猪名川下流 (2)（藻川 分

岐 点 か ら 藻 川 合 流 点 ま

で）  

E 
工業用 水 3 級  

環 境 保 全 

6.0 以上  

8.5 以下  

10 mg/L 

以下  

ごみ等の浮遊

が認められな

いこと。  

2 mg/L 

以上  
― ―

測定方法 (略 ) 

備考  1 基準値は、日間平均値とする。(湖沼 ､海域もこれに順ずる。) 
2 農業用利水点については、水素イオン濃度 6.0 以上 7.5 以下 ､溶存酸素量 5mg/L 以  

上とする。 (湖沼､海域もこれに順ずる。) 
3 (略 ) 
4 (略 ) 
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項

目

類

型

水生生物の生息状況の 

適応性 

基 準 値 

該当水域 

（市  関  係 分） 

全亜鉛  ノニルフェ

ノール

直鎖アルキ

ルベンゼン

スルホン酸

及びその塩

（ LAS）  

生

物

Ａ

イワナ、サケマス等比較

的低温域を好む水生生物

及びこれらの餌生物が生

息する水域 

0.03mg/L 

以下  

0.001mg／ L 

以下  

0.03mg/L 

以下  
―

生

物

特

Ａ

生物Ａの水域のうち、生

物Ａの欄に掲げる水生生

物の産卵場（繁殖場）又

は幼稚仔の生育場として

特に保全が必要な水域 

0.03mg/L 

以下  

0.0006mg／

L 以下 

0.02mg/L 

以下  
―

生

物

Ｂ

コイ、フナ等比較的高温

域を好む水生生物及びこ

れらの餌生物が生息する

水域 

0.03mg/L 

以下  

0.002mg／ L 

以下  

0.05mg/L 

以下  

神崎川（安威川及び猪

名川を除く） 

猪名川 (2)（ゴルフ橋

（虫生地点）より下流

に限る） 

生

物

特

Ｂ

生物Ａ又は生物Ｂの水域

のうち、生物Ｂの欄に掲

げる水生生物の産卵場

（繁殖場）又は幼稚仔の

生育場として特に保全が

必要な水域 

0.03mg/L 

以下  

0.002mg／ L

以下 

0.04mg/L 以

下
―

測定方法 
（略） 

備考  1 基準値は、年間平均値とする。 

5



(2) 海  域  

項
目

類
型

利用目的の適応

性  

基 準 値 
該当水域 

(市関係分) 

水素イオン 

濃度 

化学的酸素 

要求量 
溶存酸素量 大腸菌群数 

n-ヘキサン 

抽出物質 

（ pH）  （ COD）  （ DO）  （油分等） 

A 

水産 1 級、水浴、 

自 然 環 境 保 全 及

び B 以下の欄に

掲げもの 

7.8 以上  

8.3 以下  

2 mg/L 

以下  

7.5mg/L 

以上  

1,000MPN 

/100mL 以下  

検出されな

いこと 
―

B 

水産 2 級、工業

用水及び C の欄

に掲げるもの 

7.8 以上  

8.3 以下  

3 mg/L 

以下  

5 mg/L 

以上  
―

検出されな

いこと ―

C 環境保全 7.0 以上  

8.3 以下  

8 mg/L 

以下  

2 mg/L 

以上  
― ― 大阪湾 (1) 

測定方法 （略） 

備考 1 水産 1 級のうち、生食用原料カキの養殖の利水点については、大腸菌群数 70MPN/ 
100mL 以下とする。 

2 （略）  

（注） 1 自然環境保全：自然探勝等の環境保全 
2 水  産  1 級：マダイ ､ブリ ､ワカメ等の水産生物用及び水産 2 級の水産生物用 

〃   2 級：ボラ、ノリ等の水産生物用 
3 環 境 保 全：国民の日常生活（沿岸の遊歩等を含む。）において不快感を生じない限度 

項目 

類型 利用目的の適応性 

基 準 値 

該  当  水  域  

（市  関  係  分）  
全 窒 素 全 燐 

Ⅰ 自然 環境保 全 及び Ⅱ 以下 の欄 に 掲げ

るもの（水産 2 種及び 3 種を除く。） 0.2mg/L 以下  0.02mg/L 以下  

Ⅱ 水産 1 種水浴及びⅢ以下の欄に掲げ

るもの（水産 2 種及び 3 種を除く ｡） 0.3mg/L 以下  0.03mg/L 以下  

Ⅲ 水産 2 種及びⅣの欄に掲げるもの（水

産 3 種を除く。） 0.6mg/L 以下  0.05mg/L 以下  

Ⅳ
水産 3 種  

工業用水 

生物生息環境保全 
1 mg/L 以下  0.09mg/L 以下  大阪湾 (イ ) 

測 定 方 法 （略） 

備考  1 基準値は、年間平均値とする。 

2 水域類型の指定は、海洋植物プランクトンの著しい増殖を生ずるおそれがある海域 

について行うものとする。

（注） 1 自然環境保全：自然探勝等の環境保全 
2 水産 1 種：底生魚介類を含め多様な水産生物がバランス良く、かつ、安定して漁獲される 

 〃  2 種：一部の底生魚介類を除き、魚類を中心とした水産生物が多獲される 
 〃  3 種：汚濁に強い特定の水産生物が主に漁獲される 

3 生物生息環境保全：年間を通して底生生物が生息できる限度 
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項

目

類

型

水生生物の生息状況の適

応性 

基 準 値 

該  当  水  域  

（市  関  係  分）  

全亜鉛  ノニルフェ

ノール

直鎖アルキ

ルベンゼン

スルホン酸

及びその塩

生

物

Ａ

水生生物の生息する水域 
0.02mg/L 

以下  

0.001mg／ L

以下 

0.01mg/L 以

下
大阪湾 (1) 

生

物

特

Ａ

生 物 Ａの 水 域 のう ち 、水

生 生 物の 産 卵 場（ 繁 殖場

） 又 は幼 稚 仔 の生 育 場と

し て 特に 保 全 が必 要 な水

域  

0.01mg/L 

以下  

0.0007mg／ L

以下 

0.006mg/L

以下  

測定方法 （略） 

備考  1 基準値は、年間平均値とする。 
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水質環境基準類型図

武庫川中流 Bイ 

猪名川下流(2)D イ 

猪名川下流(1)B ロ 

武庫川下流 Cイ 
庄

下

川

神 崎 川 

武

庫

川

庄下川(本流全域)C ハ 

神崎川 Bロ 

昆陽川(本流全域)C ハ 

蓬

川

武

庫

川

大阪湾(1)C イ 

全窒素、全燐 大阪湾(イ) Ⅳイ 

(凡例) 

E ハ 

河川または海域の類型、 達成期間 

(達成期間) 
イ 直ちに達成
ロ 5年以内で可及的速やかに達成
ハ 5年を超える期間で可及的速やかに達成
ニ 段階的に暫定目標を達成しつつ、環境基準

の可及的速やかな達成に努める

水生生物項目 生物 B イ 

水生生物項目 生物 B イ 

水生生物項目 生物 A イ 

水生生物項目 生物 B イ 
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○地下水の水質汚濁に係る環境基準について（抜粋）
平成 9.3.13  環境庁告示  10 

最終改正 平成 26.11.17  環境省告示 127 

環境基本法第 16 条第 1 項による地下水の水質汚濁に係る環境上の条件につき人の健康を保護する上で

維持することが望ましい基準（以下「環境基準」という ｡）及びその達成期間等は、次のとおりとする。 

第 1 環境基準 

環境基準は、すべての地下水につき、別表の項目の欄に掲げる項目ごとに、同表の基準値の欄に

掲げるとおりとする。 

第 2 地下水の水質の測定方法等 

環境基準の達成状況を調査するため、地下水の水質の測定を行う場合には、次の事項に留意する

こととする。 

(1) 測定方法は、別表の測定方法の欄に掲げるとおりとする。 

(2) 測定の実施は、別表の項目の欄に掲げる項目ごとに、地下水の流動状況等を勘案して、当該項目

に係る地下水の水質汚濁の状況を的確に把握できると認められる場所において行うものとする。 

第 3 環境基準の達成期間  

環境基準は ､設定後直ちに達成され ､維持されるように努めるものとする(ただし、汚染が専ら自然

的原因によることが明らかであると認められる場合を除く ｡)｡ 

第 4 環境基準の見直し 

環境基準は、次により、適宜改定することとする。  

(1) 科学的な判断の向上に伴う基準値の変更及び環境上の条件となる項目の追加等 

(2) 水質汚濁の状況、水質汚濁源の事情等の変化に伴う環境上の条件となる項目の追加等 
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別 表

項 目 基 準 値 

カドミウム 0.003 mg/L 以下 

全シアン 検出されないこと 

鉛 0.01 mg/L 以下 

六価クロム 0.05 mg/L 以下 

砒素 0.01 mg/L 以下 

総水銀 0.0005 mg/L 以下 

アルキル水銀 検出されないこと 

PCB 検出されないこと 

ジクロロメタン 0.02 mg/L 以下 

四塩化炭素 0.002 mg/L 以下 

塩化ビニルモノマー 0.002 mg/L 以下 

1,2-ジクロロエタン 0.004 mg/L 以下 

1,1-ジクロロエチレン 0.1 mg/L 以下 

1,2-ジクロロエチレン 0.04 mg/L 以下 

1,1,1-トリクロロエタン 1 mg/L 以下 

1,1,2-トリクロロエタン 0.006 mg/L 以下 

トリクロロエチレン 0.01 mg/L 以下 

テトラクロロエチレン 0.01 mg/L 以下 

1,3-ジクロロプロペン 0.002 mg/L 以下 

チウラム 0.006 mg/L 以下 

シマジン 0.003 mg/L 以下 

チオベンカルブ 0.02 mg/L 以下 

ベンゼン 0.01 mg/L 以下 

セレン 0.01 mg/L 以下 

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10 mg/L 以下 

ふっ素 0.8 mg/L 以下 

ほう素 1 mg/L 以下 

1,4－ジオキサン 0.05 mg/L 以下 

測定方法 （略） 

備 考 

1 基準値は年間平均値とする。ただし全シアンに係る基準値については、最高値とする。 

2 「検出されないこと」とは、測定方法の欄に掲げる方法により測定した場合において、その結果が当該

方法の定量限界を下回ることを言う｡ 

3 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、規格 42.2.1、43.2.3 又は 43.2.5 により測定された硝酸イオン

の濃度に換算係数 0.2259 を乗じたものと規格 43.1 により測定された亜硝酸イオンの濃度に換算係数

0.3045 を乗じたものの和とする。 

4 1,2－ジクロロエチレンの濃度は、規格 K0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.2 により測定されたシス体の濃度と

規格 K0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.2 により測定されたトランス体の濃度の和とする。 
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○ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁及び土壌の汚染に係る環境基準

平成 11.12.27  環境庁告示第 68 号  

最終改正 平成 21. 3.31  環境省告示第 11 号  

ダイオキシン類対策特別措置法（平成 11 年法律第 105 号）第 7 条の規定に基づき､ダイオキシン類に

よる大気の汚染､水質の汚濁及び土壌の汚染に係る環境基準を次のとおり定め､平成 12 年 1 月 15 日から

適用する。 

ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁及び土壌の汚染に係る環境基準について 

ダイオキシン類対策特別措置法（平成 11 年法律第 105 号）第 7 条の規定に基づくダイオキシン類によ

る大気の汚染、水質の汚濁及び土壌の汚染に係る環境上の条件につき人の健康を保護する上で維持され

ることが望ましい基準（以下「環境基準」という。）は、次のとおりとする。 

第 1 環境基準 

(1) 環境基準は、別表の媒体の項に掲げる媒体ごとに、同表の基準値の項に掲げるとおりとする。 

(2) (1)の環境基準の達成状況を調査するため測定を行う場合には、別表の媒体の項に掲げる媒体ご

とに、ダイオキシン類による汚染又は汚濁の状況を的確に把握することができる地点において、

同表の測定法方の項に掲げる方法により行うものとする。 

(3) 大気の汚染に係る環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域又

は場所については適用しない。 

(4) 水質の汚濁に係る環境基準は、公共用水域及び地下水について適用する。 

(5) 土壌の汚染に係る環境基準は、廃棄物の埋立地その他の場所であって、外部から適切に区別され

ている施設に係る土壌については適用しない。 

第 2 達成期間等 

(1) 環境基準が達成されていない地域又は水域にあっては、可及的速やかに達成されるように努める

こととする。 

(2) 環境基準が現に達成されている地域若しくは水域又は環境基準が達成された地域若しくは水域に

あってはその維持に努めることとする。 

(3) 土壌の汚染に係る環境基準が早期に達成されることが見込まれない場合にあっては、必要な措置

を講じ、土壌の汚染に起因する環境影響を防止することとする。 

第 3 環境基準の見直し 

ダイオキシン類に関する科学的な知見が向上した場合、基準値を適宜見直すこととする。 

別表  ダイオキシン類環境基準 

媒体 基準値  測 定 方 法 

大気 0.6 pg-TEQ/m 3 以下 
ポリ ウレタンフ ォームを装 着し た採取 筒 をろ紙後 段に取り付 け
たエ アサンプラ ーにより採 取し た試料 を 高分解能 ガスクロマ ト
グラフ質量分析計により測定する方法 

水質 1 pg-TEQ/L 以下  日本工業規格 K0312 に定める方法 

水底の 
底質 

150 pg-TEQ/g 以下  
水底の底質中に含まれるダイオキシン類をソックスレー抽出し、
高分解能ガスクロマトグラフ質量分析計により測定する方法 

土壌 1,000 pg-TEQ/g 以下  
土壌中に含まれるダイオキシン類をソックスレー抽出し、高分解
能ガスクロマトグラフ質量分析計により測定する方法 

備  考  
1 基準値は、 2,3,7,8－四塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシンの毒性に換算した値とする。 
2 大気及び水質の基準値は、年間平均値とする。  
3 土壌にあっては、環境基準が達成されている場合であって、土壌中のダイオキシン類の量が 

250pg-TEQ/g 以上の場合には、必要な調査を実施することとする。（調査指標） 
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